
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

急速な高齢化に対応し，高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組として，  

平成１２年４月に介護保険制度が創設されてから８年半が経過しましたが， 

その間，改正介護保険法が平成１８年４月から施行され，予防重視型システム

への転換，在宅生活を支えるための新たなサービス体系の確立など，住み慣れ

た地域で自立した生活が続けられるよう「介護予防」に力を入れる取組が加わ

るなど，制度全体に関する見直しが行われました。 

京都市では，高齢者の自立した生活を支援し，保健福祉施策を計画的に進め

ていくため，平成 1８年３月に「第３期京都市民長寿すこやかプラン（平成 18

～2０年度）」を策定し，このプランに基づく取組を推進しています。 

第３期プラン最終年度の今年，ますます進展する少子長寿社会を見据えて，

プランの見直しをすることにしています。 

見直しに当たり，「高齢者の生活と健康に関する調査・高齢期の生活と健康に

関する意識調査」の実施結果やこれまでの各施策・事業の実施状況を踏まえ，

京都市民長寿すこやかプラン推進協議会で御協議いただき，このほど次期  

プラン（第４期）の中間報告をとりまとめました。この中間報告では，新たな

重点課題や今後の介護サービス量の見込みなどを掲載しています。 

今後，プランの見直しに向け検討を進めていくにあたり，市民の皆様の声を

プランに反映させていくための意見募集を行い，市民の皆様と共に汗する  

「共汗」によりプランの策定に取り組んでまいります。 

多くの方々からのご意見・ご提言をお待ちしています。 

平成２０年１１月 

京   都   市 

第４期京都市民長寿すこやかプラン 
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■ 京都市民長寿すこやかプランとは 

京都市では，高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画を一体的に策定・ 

推進するため，３年を１期とする「京都市民長寿すこやかプラン」を策定し

ています。 
 

■ 高齢者保健福祉計画とは 
老人福祉法で市町村による策定が規定されており，要介護者への介護サー

ビスの提供のほか，寝たきり，認知症等の予防のためのサービスの提供，  

ひとり暮らしの高齢者への生活支援も含め，地域における高齢者を対象とし

た保健サービスや福祉サービス全般にわたる供給体制づくりなどについて

定めます。 
 

■ 介護保険事業計画とは 
介護保険法で市町村による策定が規定されており，地域における介護サー

ビスの必要量を見込み，それを確保するための方策や保険料算定の基礎と 

なる財政規模のほか，介護保険制度を円滑に運営するために必要な事業など

について定めます。 
 


